
 １　施設の管理運営

 ２　事業実施内容

 ３　サービス提供状況

 ４　市内中小企業への発注に対する考え方

令和７年度指定管理業務に関する事業報告書（特養）

施設名 京都市修徳特別養護老人ホーム

管理運営内容
【開所日及び開所時間等】
　365日　24時間
【利用定員】
　特別養護老人ホーム（定員80名）
　ショートステイ（定員20名）

管理者1名、嘱託医師2名、ケアワーカー32名（兼職4名）、看護師6名、機能訓練指導員1名、管理栄養士2
名、生活相談員2名（兼職1名）、介護支援専門員8名（兼職）、事務員2名　事業支援員1名

再委託の実施状況（協定書に明記のない再委託業務）は、以下の通り。（例：給食調理業務）

（２）指定管理業務（企画提案業務：指定管理者が提案し、施設内で実施している業務。例：配食サービ
ス）

（１）指定管理業務（本来業務：特別養護老人ホーム）
指定管理調書に則った事業を運営しています。ご利用者の生活については、権利擁護の観点を大切にし、
①自分自身の存在を自分自身が受入れられる。
②周囲の人と尊厳を維持できる交流ができる。
③人として生きていく上でのこだわりを大事にできる。
の3点を保証するサービス提供を行っています。

特養・ショートステイという社会資源を十分にご活用いただくことを目指し、特養の空床を利用した
ショートステイも積極的に利用していただくよう、取り組んでいます。また、緊急入所や措置入所におい
ても可能な限り対応をしております。緊急措置入所1名を受け入れて支援を行っております。

職員研修は、法人で体系化された階層別研修と、施設内のニーズに沿った研修、職員個々のニーズに応じ
た外部研修に積極的に参加しています。
実践での気づきを高めるOJT研修、気づきを体系化するOFF-JT研修の両立により職員個々のスキルアップ
を図り、ご利用者一人ひとりのご支援に反映できるように努めています。

地域福祉の推進として、職員の消防団活動、就労移行支援事業所の実習受入れ、障害者の継続雇用に取り
組んでいます。また、地域の夏祭りや区民体育祭等には、企画の段階から参加し、意見交換を重ね信頼関
係と相互理解を深めています。
施設のフリースペースを活用した地域交流カフェの実施（月1回）、ボランティアの活動の場の提供、ご
利用者の買い物の機会の創出を行っています。

自主事業の実施状況は、以下の通り。

・給食調理業務
・建築管理業務

（１）業務内容が専門的な知識を必要とし、かつ施設内の職員では対応が困難な業務の場合。
（２）法人が専門的に行う業務ではないため、専門に行う業者のほうがより効率的に、かつ質の高いもの
を提供できると判断できる場合。
（３）業務内容は簡易であるが、行う人材を集めることが容易でない場合、その業務を行える人材を集め
ることに特化した業者がある場合。
また、備品購入等の発注については、市内の業者を優先して活用しています。



 ５　施設の利用状況（本来業務に係る施設の稼働率、利用者数、事業参加者数など）

①令和７年度実績値 人

②令和８年度目標値 人

①令和７年度実績値 %

②令和８年度目標値 ％

ア　本来業務（特別養護老人ホーム）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

イ　企画提案業務1（〇〇〇　　　　　）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

ウ　企画提案業務2（〇〇〇　　　　　）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

エ　企画提案業務3（〇〇〇　　　　　）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

オ　令和７年度自主事業（○○〇　　　）に関する収支状況（単位：円）　

収支状況 0

支出計 0

収入計 0

収入

雑収入

委託料収入 委託費

その他補助金収入

人件費

利用料収入 事業費

その他

収入計 0

介護保険収入

補助金収入 その他

雑収入 支出計 0

委託料収入 委託費

利用料収入

収入計 0

介護保険収入

事業費

人件費

事業費

委託費

支出

その他

支出計 0

人件費

その他

雑収入

その他

雑収入 252,792

利用料収入

収入計

補助金収入

509,886,233

介護保険収入

委託料収入

支出計 497,268,840

その他 128,587,450

補助金収入 4,840,323 小額修繕費 2,943,888

寄付金収入 200,000 その他 163,379,604

利用料収入 69,225,381 事業費 23,027,749

委託料収入 3,613,988 委託費 43,532,944

97

⑶　収支実績

介護保険収入 303,166,299 人件費 264,384,655

⑵稼働率

95.10%

28,324

⑴利用者のべ人数

27,124



　　６　施設の利用者満足度の把握

　 ⑴　利用者満足度の把握状況

　 ⑵　利用者満足度把握の結果

 　⑶　意見等への主な対応状況

　　７　その他特記事項

　 ⑴ 

 　⑵

　　８　評価（指定管理者自己評価）

【特養】
調査方法①：アンケート方式、面談形式
内容：主に接遇マナー、食事、入浴、プライバシー保護
実施期間：随時（面談形式）、3月（アンケート方式）
回数：通年で相談あれば面談形式で実施、アンケート方式を年1回
調査方法②：主にケアプラン立案時に、ご利用者、ご家族からの文書を使った聞き取り。

【特養】
①感染症の発症及び拡大を考慮し家族懇談会は行わず、ご入居者様に対しては通年での随時面談とした。ご
意見やご要望があった際に、必要に応じ管理者会議及び運営会議で共有し、早急に対応しユニット会議でも
情報の共有を図っている。
ご家族様への報告や協力が必要な場合にはご家族様への連絡を行っています。
②アンケート方式による満足度調査の結果を共有している。
結果集計後全てのご質問に対して一問一答形式で回答しております。回答についても特定職員の回答に偏ら
ない様に多職種で検討を行っております。公表については施設内掲示するとともにご家族へ配布しておりま
す。
③施設内に投書（意見）箱を設置している。
頂いたご要望を多職種で検討、改善を行っております。

ニーズの充足を図るため施設で出来ること出来ないことを様々な機会を通じて報告しています。その上でご
家族への協力依頼やボランティア活動の受け入れ、外部のサービス等を調整することで、ご利用者のニーズ
に対応できるよう取り組んでいます。加えてご利用者ご家族に対して、毎年度の事業計画の立案内容と事業
報告、アンケート結果に対するフィードバックを行っています。

地域で暮らす全ての方の「居場所づくり」、施設で暮らしているご入所者と地域住民の交流の機会として
「スーパーによる移動販売」の定期開催や、地域で活動されているボランティアグループと協働した、カ
フェの運営も月1回開催し、施設を含む地域の活性化に力を入れています。



 １　施設の管理運営

 ２　事業実施内容

 ３　サービス提供状況

 ４　市内中小企業への発注に対する考え方

 ５　施設の利用状況（本来業務に係る施設の稼働率、利用者数、事業参加者数など）

①令和７年度実績値 人

②令和８年度目標値 人

令和７年度指定管理業務に関する事業報告書（短期）

施設名
京都市修徳特別養護老人ホーム
（短期入所生活介護）

管理運営内容
【開所日及び開所時間等】
　365日　24時間
【利用定員】
　ショートステイ（定員20名）

（１）指定管理業務（本来業務：老人短期入所施設）
指定管理調書に則った事業を運営しています。ご利用者の生活については、権利擁護の観点から、①自
分の存在が受入れられる②周囲の人から尊敬される、③人として生きていく上でのこだわりを大事にさ
れる、以上の3点を保証するサービス提供を行っています。
特養・ショートステイという社会資源を十分にご活用いただくことを目指し、空床型ショートステイも
積極的に利用していただくよう取り組んでいます。
職員研修は、法人で体系化された階層別研修と、施設内でのニーズに沿った研修、職員個々のニーズに
応える外部研修に積極的に参加させています。研修を通じてスキルアップと、職員のモチベーションを
高め、ご利用者一人ひとりのご支援に反映できるように努めています。
地域福祉の推進として、職員の消防団活動、就労以降支援事業所の実習受入れ、障害者雇用に取り組ん
でいます。

自主事業の実施状況は、以下の通り。

（２）指定管理業務（企画提案業務：指定管理者が提案し、施設内で実施している業務。例：配食サー
ビス）

・特養と同じ

管理者1名、ケアワーカー12名、看護師6名（兼職）、機能訓練指導員1名、管理栄養士2名、生活相談員
2名（兼職2名）、事務員2名、

再委託の実施状況（協定書に明記のない再委託業務）は、以下の通り。（例：給食調理業務）

・給食調理業務
・建築管理業務
・送迎業務(一部委託)

（１）業務内容が専門的な知識を必要とし，かつ施設内の職員では対応が困難な業務の場合。
（２）法人が専門的に行う業務ではないため，専門に行う業者のほうがより効率的に，かつ質の高いも
のを提供できると判断できる場合。
（３）業務内容は簡易であるが，行う人材を集めることが容易でない場合，その業務を行える人材を集
めることに特化した業者がある場合。
また、備品購入等の発注については、市内の業者を優先して活用しています。

⑴利用者のべ人数

7,383

8,030



①令和７年度実績値 ％

②令和８年度目標値 ％

ア　本来業務（老人短期入所施設）　　　　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

イ　企画提案業務1（〇〇〇　　　　　）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

ウ　企画提案業務2（〇〇〇　　　　　）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

エ　企画提案業務3（〇〇〇　　　　　）　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

オ　令和７年度自主事業（○○〇　　　）に関する収支状況（単位：円）　

支出

その他

収入計 0

収入

補助金収入 その他

雑収入 支出計 0

利用料収入 事業費

委託料収入 委託費

収入計 0

介護保険収入 人件費

雑収入 支出計 0

その他

委託料収入 委託費

補助金収入 その他

人件費

利用料収入 事業費

その他

収入計 0

介護保険収入

補助金収入 その他

雑収入 支出計 0

利用料収入 事業費

委託料収入 委託費

⑵稼働率

101

110

⑶　収支実績

介護保険収入 77,681,375 人件費 65,154,952

10,240,113

利用料収入 17,255,507 事業費 16,334,094

委託料収入 0 委託費 12,474,108

104,595,014

その他 2,363,685

補助金収入 781,383 小額修繕費 391,747

寄付金収入 0 その他

収入計 98,085,150

介護保険収入

収支状況 0

人件費

雑収入 3,200 支出計



　　６　施設の利用者満足度の把握

　 ⑴　利用者満足度の把握状況

　 ⑵　利用者満足度把握の結果

 　⑶　意見等への主な対応状況

　　７　その他特記事項

　 ⑴ 

 　⑵

　　８　評価（指定管理者自己評価）

調査方法：アンケート形式
内容：主に接遇マナー、食事、入浴、排せつ、家での困りごと
実施回数：退所時に毎回書面で交付し、次回ご利用時又は郵送にて回収。

年間配布数　1368　回収　393　回収率約29％
職員対応　良い：普通　　　　　　　　　9：1　　1件のみ人によって違うとの項目あり
ケアサービス　良い:普通：分からない 　8：1：1　「悪い」という意見は排泄対応で１件
介護タクシー　良い:普通　　　　　　　 9：1
相談・改善依頼　　　　　　　　　　　　20件　　要望として利用時の機能訓練の強化、入退所の時間の
変更(朝迎え、夕方退所)、理美容サービス、相談は、自宅でのケア方法などが多くなっています。

ケアサービスですぐに改善や返答ができる項目はすぐにご利用者へフィードバックしている。
設備(トイレにウォッシュレット設置希望)等に関しては、構造や費用の問題もありすぐに改善していくの
は難しい状況でもあるが、予算等を含め検討をしている。



 １　施設の管理運営

 ２　事業実施内容

 ３　施設の利用状況（本来業務に係る施設の稼働率、利用者数、事業参加者数など）

　　本来業務　　　　令和７年度収入状況及び支出の状況　　（単位：円）

その他 472,720

収入計 30,437,207

寄付金収入 0 その他 5,214,009

雑収入 0 支出計 27,871,354

440,110 委託費 0

補助金収入 42,000 小額修繕費 249,425

介護保険収入 29,482,377 人件費 21,408,881

利用料収入 0 事業費 999,039

委託料収入

⑴　収支実績

令和７年度指定管理業務に関する事業報告書
（地域包括支援センター併設の居宅介護支援又は、老人介護支援センター）

施設名 ●●居宅介護支援

居宅介護支援
営業日：年末年始（12月29日から1月3日まで）を除く毎日。
営業時間：午前8時30分から午後5時30分
緊急時には担当者に連絡できる体制をとっています。
通常の事業の実施地域：下京区

指定管理業務（本来業務：居宅介護支援）
・居宅介護支援サービスの提供を求められたときは、ご利用者の被保険者証により被保険者資格、要介
護認定の有無、認定区分及び有効期間等を確認し、要介護認定等の申請が行われていない場合は、被保
険者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。
・要介護認定の更新の申請は、現在の要介護認定の有効期間が満了する３０日前には行われるよう必要
な援助を行う。
・事業所の介護支援専門員（以下「介護支援専門員」という。）は、身分を証する書類を携行し、初回
訪問時及びご利用者又はその家族若しくは代理人（以下「ご利用者等」という。）から求められたとき
は、これを提示する。
・居宅サービス計画における指定居宅サービス事業所の選択にあたっては、ご利用者の自由な選択を尊
重し、ご利用者等に複数の事業所の紹介を求めることが可能であることや、当該事業所を計画に位置付
けた理由の説明を求めることが可能であることを説明する。
・居宅介護支援サービスの提供開始にあたっては、あらかじめご利用者等に重要事項説明書を交付し、
説明を懇切丁寧に行うとともに、利用料及び個人情報の取扱い等について同意を得る。
・ご利用者に対して、担当の介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、
お薬手帳等と合わせて保管すること、及び利用者が病院又は診療所（以下「医療機関等」という。）に
入院する必要が生じた場合に、担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先を医療機関等に対し伝えること
を依頼する。
・介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者から依頼があった場合は、居宅における生活
へ円滑に移行できるよう、あらかじめ居宅での生活における介護上の留意点等の情報を介護保険施設等
から聴取する等の連携を図る。
①相談援助業務
②情報提供
③アセスメント
④居宅サービス計画の作成等
⑤サービス担当者会議の開催
⑥居宅サービス計画の説明、同意及び交付
⑦居宅介護支援サービスの実施状況の継続的な把握と評価


